
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：件）
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（２） 虐待を受けたと判断された事例における虐待行為の類型

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：件）

100

20

53

30

45

※　１件の事例に対し、複数の虐待行為の類型があった場合も含んでいるため、合計件数は「虐待を受けたと判断され
　　た事例数」と一致しない。

放棄・放置（ﾈｸﾞﾚｸﾄ） 4 0

経済的虐待 6 18

26

21

性的虐待 13 1

心理的虐待 22 3

6

28

身体的虐待 25 1

養護者による
障害者虐待

障害者福祉施設
従事者等による

障害者虐待

使用者による
障害者虐待

【東京労働局】

74

合計

相談・通報・届出件数 307 79

虐待を受けたと判断された事例数 58 21

※　「障害者福祉施設等従事者による障害者虐待」及び「使用者による障害者虐待」の「虐待を受けたと判断
　された事例数」は、都内の施設・事業所等に関する事例である。

※　「養護者による障害者虐待」及び「障害者福祉施設従事者等による障害者虐待」について
　　・「相談・通報・届出件数」は、区市町村及び都における受付件数であり、同一事例について重複している
　　　場合がある。
　　・「虐待を受けたと判断された事例数」は、令和元年度中に相談・通報・届出を受け、令和2年度に虐待
　　　と判断した事例を含む。

※　「使用者による障害者虐待」
　　・「相談・通報・届出件数」及び「虐待を受けたと判断された事例数」は、東京労働局における対応件数である。
　　・なお、区市町村及び都における相談・通報・届出件数は、64件である（同一事例について重複している場合があ
　　　る）。
　　・「虐待を受けたと判断された事例数」は、「相談・通報・届出件数」79件のうち、令和3年12月現在、虐待と
　　　判断した事例である。

371

119

３－８　東京都内における障害者虐待の状況（令和2年度）

１　概要（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

（１）  相談・通報・届出の状況

養護者による
障害者虐待

障害者福祉施設
従事者等による

障害者虐待

使用者による
障害者虐待

【東京労働局】
合計



２　養護者による障害者虐待についての対応状況

（１）相談・通報・届出者（重複あり）

件数 371 373 78 22 14 0 23 5 52 77 1 25 43 14 3 13 3

合計 312 100.0

立入調査（法第11条）により事実確認を行った事例 4 1.3

警察が同行した事例 1

（1.0）

100.0

（32.4）

事実確認調査を行っていない事例 62 16.6

訪問調査により事実確認を行った事例

　　　　　　　　

区市町村単独で実施した事例 3

176

訪問調査を行わず関係者からの情報収集のみで事実確認調査を行った事例 132

※　構成割合は、相談・通報・届出件数371件と、前年度区市町村が検討中とした3件を加えた374件に対するもの。

明らかに虐待ではなく事実確認調査不要と判断した事例 36 （9.6）

後日、事実確認調査を予定又は事実確認調査の要否を検討中の事例

（4.5）

（2.4）

17

9

（３）事実確認の方法

件数 構成割合（％）

立入調査（法第11条）以外の方法により事実確認を行った事例 308 98.7

合計 374

虐待を受けた又は受けたと思われたと判断した事例 119 （31.8）

虐待ではないと判断した事例

虐待の判断に至らなかった事例（何らかの問題はあるが虐待の事実は確認で
きなかった）

他部署等への引継ぎ

件数 構成割合（％）

事実確認調査を行った事例 312 83.4

（19.3）

121

72

施
設
・
事
業
所
の

職
員

虐
待
者
自
身

0.81 3.5 0.8

※  １件の事例に対し、複数の者から相談・通報・届出があった場合、それぞれの該当項目に重複して
　　計上されるため、 合計件数は相談・通報・届出件数371件と一致しない。

※  構成割合は相談・通報・届出件数371件に対するもの。

※  「その他」における主な内訳は、福祉関係機関であった。

（２）事実確認の状況

14.0 20.8 0.27 6.74 11.6 3.8
構成
割合

（％）
100.0 ― 21.0 5.93 3.77 0.0 6.2 1.3

（56.4）

（42.3）

（0.3）
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３　障害者福祉施設従事者等による障害者虐待についての対応状況

（１）相談・通報・届出者（重複あり）

件数 307 320 42 28 11 0 4 0 16 41 12 1 1 53 24 4 0 25 23 2 0 1 1 13 18

※
※
　
※

１件の事例に対し、複数の区市町村が関与した場合、重複して計上されている。
構成割合は、相談・受付・届出件数（区市町村が直接受け付けた件数293件、都道府県から区市町村へ連絡された件数14件（同一事例で複数の
区市町村に連絡された事例件数を含む）、前年度、区市町村において検討中とした事例8件）の合計件数315件に対するもの。
事実確認調査の結果、「虐待の事実が認められた事例」82件は、他道府県にある施設・事業所の事例も含む。

　　　　　　　　

都道府県へ事実確認調査を依頼 0 （0.0）

その他 12 （3.8）

合計 327 ―

事実確認調査を行っていない事例 62 19.7

明らかに虐待ではなく事実確認調査不要と判断した事例 36 （11.4）

後日、事実確認調査を予定又は事実確認調査の要否を検討中の事例 14 （4.4）

事実確認調査を行った事例 265 84.1

虐待の事実が認められた事例 82 （26.0）

虐待の事実が認められなかった事例 86 （27.3）

虐待の判断に至らなかった事例 97 （30.8）

（２）事実確認の状況（重複あり）

0.0 5.2 13.4 3.9 0.31.3 1.3
構成
割合
（％）

100.0 ― 13.7 9.1 3.6 0.0 5.9

※  １件の事例に対し、複数の者から相談・通報・届出があった場合又は複数の区市町村が関与した場合は、それぞれの該当項目に重複して
　　計上されるため、合計件数は相談・通報・届出件数307件と一致しない。
※  構成割合は、相談・通報・届出件数307件に対するもの。
※  「その他」における主な内訳は、当該区市町村以外の行政職員であった。
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（３）虐待の事実が認められた事例への対応状況（重複あり）

４　使用者による障害者虐待についての対応状況

件数 64 44 4 3 0 1 0 1 3 3 0 1 0 1 0 0 1 2

　　　　　　　

3.10.0 1.6 4.6 4.6 0.0 1.6 0.0 1.6 0.0 0.0 1.6

※　構成割合は、相談・通報・届出件数64件に対するもの。

（２）　都内の事業所において虐待の事実が認められた事例について
　　　 事実確認を行う必要がある事例として都から東京労働局へ報告し、東京労働局において
　　　  事実確認等の対応を行った結果、虐待の事実が認められた事業所が2か所あった。それに対し、東京労働局にお
           いて案件を把握し、虐待の事実が認められた事例が19か所あった。
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19

改善報告等徴収 15

※　１件の事例に対し、複数の対応が図られた場合、それぞれの該当項目に重複して計上されるため、
      合計件数は虐待判断事例数58か所と一致しない。

（１）相談・通報・届出者の状況

３－８　東京都内における障害者虐待の状況

対応状況 件数

区市町村による対応

施設・事業所に対する指導 41

改善計画等徴収 51

虐待を行った障害者福祉施設従事者等への注意・指導 21

その他 0

都が講じた
措置
施設・事業所に対する指導



実施済 未実施

区市町村数 53 9

構成割合（％） 85.5% 14.5%

区市町村数 47 15

構成割合（％） 75.8% 24.2%

区市町村数 50 12

構成割合（％） 80.6% 19.4%

区市町村数 49 13

構成割合（％） 79.0% 21.0%

区市町村数 37 25

構成割合（％） 59.7% 40.3%

区市町村数 48 14

構成割合（％） 77.4% 22.6%

区市町村数 13 49

構成割合（％） 21.0% 79.0%

区市町村数 34 28

構成割合（％） 54.8% 45.2%

区市町村数 39 23

構成割合（％） 62.9% 37.1%

区市町村数 36 26

構成割合（％） 58.1% 41.9%

区市町村数 27 35

構成割合（％） 43.5% 56.5%

区市町村数 35 27

構成割合（％） 56.5% 43.5%

区市町村数 46 16

構成割合（％） 74.2% 25.8%

区市町村数 40 22

構成割合（％） 64.5% 35.5%

区市町村数 25 37

構成割合（％） 40.3% 59.7%

区市町村数 41 21

構成割合（％） 66.1% 33.9%

区市町村数 10 52

構成割合（％） 16.1% 83.9%

区市町村数 32 30

構成割合（％） 51.6% 48.4%

区市町村数 14 48

構成割合（％） 22.6% 77.4%

引用文献：

いわゆるセルフネグレクトにより、必要な福祉サービス及び医療保険サービス
を利用していない障害者に対する権利利益の擁護を図るための相談支援事業所
など関係機関と連携した対応

令和2年度　都内における障害者虐待の状況（平成2年4月1日から令和3年3月31日まで），東京都福祉保健局障害者施
策推進部計画課

緊急時の受け入れのための独自の一時保護のために必要な居室の確保

独自の障害者虐待対応のマニュアルの作成

独自の障害者虐待対応の業務指針の作成

独自の障害者虐待対応の対応フロー図の作成

独自の障害者虐待対応の事例集の作成

障害者虐待防止法の通報義務に該当しない。例えば「保育所」「学校」「医療
機関」等における虐待に関する相談等の受付

身体障害者福祉法・知的障害者福祉法の規定による措置を採るために必要な居
室確保のための関係機関との事前の調整

障害者の福祉又は権利擁護に関し専門的知識又は経験を有し専門的に従事する
職員の確保

障害者虐待防止センター等の関係者への障害者虐待防止に関する研修（都道府
県その他の他団体研修への職員参加を含む。）

障害者虐待防止について、講演会や区市町村広報紙等による、住民への啓発活
動

障害者福祉施設及び障害福祉サービス事業所等に対する障害者虐待防止法につ
いての周知

障害者虐待の相談窓口を、児童虐待、高齢者虐待、配偶者暴力防止等の相談窓
口と一体的に運営

虐待防止・見守り・早期発見、発生時の対応、専門機関による介入支援のため
のネットワーク構築への取組（既存の自立支援協議会等の組織、ネットワーク
を活用している場合を含む。）

成年後見制度の区市町村長申立てが円滑にできるように役所・職場内の体制強
化

個別ケース会議に弁護士、医師、社会福祉士等の専門職が参加する体制の整備

障害者虐待防止法に定める警察署長に対する援助要請等に関する警察担当者と
の事前の協議

住民への通報義務の周知

３－８　東京都内における障害者虐待の状況

５　区市町村における障害者虐待対応のための体制整備等

住民への障害者虐待の相談窓口の周知


